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〔研究ノート〕 
戦前昭和期の労働組合 ― 厚い中堅層の形成 (2) 
小 池 和 男 
2 . 団体交渉と解雇 






































































の全役員 3 人が松岡駒吉と会見し, 松岡がその
場で書いたメモをほとんどそのまま覚書として
協定をむすんだ｡ それはつぎの 5 項であった｡ 
｢ 1 . 東京製綱株式会社従業員は, 原則として日
本労働総同盟製綱労働組合員たること｡ 








5 . 会社は出来得る限り従業員を優遇し, 組合
は作業能率の増進に努力すること｡｣ (組合
史 ｢団体協約10年｣, pp.55-56. また ｢東京
製綱70年史｣ にも同様な記事がある｡) 
この 5 項目は,  3 人の会社側の役員に求めら
れてその場で松岡駒吉がスラスラと書いたとい
われている｡ だからまた ｢不良組合員｣ などと
いうことばがでていることを松岡は気にしてい
るが, 会社側はこの表現の方が自然でよい, と

























































したのである｡ このとき会社の役員は 3 人であ
った｡ 社長は空席で, トップは専務の赤松範一, 
常務の戸村理順, そして常勤監査役で先代社長
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た可能性はあろう｡ だが, すくなからずが ｢組













10年｣ 1936年刊である｡ わずか 2 ,  3 千人規模
の組合史としてはまことに立派なものである｡ 
日本の労働組合の先駆者としての自負がうかが





また戦前総同盟の機関誌 ｢労働｣ が, この事
例につきことあるごとに記事を掲げている｡ と
りわけ年々の団体交渉については, むしろさき
の組合史 ｢団体協約10年｣ よりも詳しい｡ ｢団
体協約10年｣ は交渉の結果は正確に記している
けれど, ｢労働｣ の方が会社側の提案, 組合側
の提案, そのどの項目が交渉をつうじてどのよ





















委員会｣ とよぶ｡ 毎年11月ごろ, 労使それぞれ
10名ほどで, 計 3 日ほどかける｡ 最初 2 日は予
備会議, 最後の 1 日は本会議である｡ ただし第







(佐口 ｢1988｣), ｢労働｣ の記述がもっともくわ




側提案 5 項目がかけられた｡ その提案理由の説
明, 質疑, 討議があり, 結果は原案承認, 後日
協議, 撤回, 提案の修正などさまざまであって, 
それは本会議でもつづいた｡ その結果を簡単な
一覧表にまとめる｡ なお項目の数え方や表記な
どは ｢団体協約10年｣ による｡ ｢表記｣ とはじ
つはやりとりでの修正を実質的に含み, その表
現は微妙なのである｡ たとえば, 表の組合提案
の 4 , 川崎工場メッキ部の件は, もとは深夜業
割増の問題として提議され, やりとりのなかで
メッキ部と焼入れ部の収入均衡の問題ととらえ




経営志林 第47巻 2 号 2010年 7 月  21 
表 2-1 交渉結果一覧 ― 製綱労働組合, 1928年 
 組合提案 結果 重要度 
1. 定期昇給制度に関する件 修正承認 ＊＊＊ 
2. 期末手当金制度に関する件 撤回 ＊＊ 
3. 奨励金制度に関する件 修正承認 ＊ 
4. 川崎工場メッキ部の収入につき均衡を保たせる件 修正承認 ＊ 
5. 麻綱部初任給増額の件 撤回 ＊ 
6. 健康保険給付金一時立替の件 原案承認 ＊ 
7. 技術修練の為職工交換に関する件 撤回 ＊ 
8. 兵庫工場慰安会開催に関する件 原案承認 ＊ 
9. 労働条件協定に関する件 原案承認 ＊ 
10. 希望案 原案承認 ＊ 
 会社側提案   
1. 川崎工場操短手当廃止に関する件 原案承認, 一部修正 ＊＊＊ 
2. 決算日終業時間改正の件 原案承認 ＊ 
3. 工場規則に ｢会社に損害を与えたる者｣ の一項を追加するの件 撤回 ＊ 
4. 組合として組合員指導に関する件 原案承認, 一部修正 ＊ 
5. 能率増進に関し不適当と認むる者は整理するの件 修正承認 ＊＊ 
 
注：1) 結果を, 原案承認, 修正承認, 撤回にわけた｡ なお, 一部修正つきながら主な
部分は原案承認, もあった｡ 
2) 重要度, ＊＊＊：そのとき当事者にとって通すことが最重要, という意味であ
る｡ たとえば会社提案 1 , 川崎工場操短手当廃止の件は, 会社側
からは困難でもぜひとも通したい案件であった｡ 




  ＊＊：うえのふたつの中間をいう｡ 















































男工 有資格者半数に対し 各 4 銭 


















資格者全員に対し各 4 銭, 女工有資格者全員に
対し各 3 銭の割合を以って算出したる金額を会
社の抜擢によって昇給する, 実施記述は 2 月 1 
日とす, かくて更に本会議第 2 日に回付さる｣ 
＊本会議第二日 
｢前日の会社提示案を確定的なのもとして承






男工 (有資格者の半数に対し) 各 4 銭 
女工 (有資格者の半数に対し) 各 3 銭 
以上の主旨を以って会社内規を制定すること｡ 
但し本年度は左記割合を以って算出したる金額
につき会社も認むる処により, 昭和 4 年 2 月 1 
日抜擢昇給を行ふ｡ 
男工 (有資格者全員に対し) 各 4 銭 
女工 (有資格者全員に対し) 各 3 銭 
この場合の有資格者とは, 本年11月30日現在を









ａ. 勤続 1 年以上者全員にもれなく男工 4 銭, 
女工 3 銭が昇給された｡ 
ｂ. 勤続 1 年以上者全員の人数に男工 4 銭, 女




であろう｡ そう考えないと ｢抜擢昇給｣ のこと
ばが解せない｡ しかもなお不詳である｡ 
そうじて, こうした事柄は実は定期昇給をめ
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に経営側のいうなりのものではないことが感得
されよう｡ 
第 2 回労働条件委員会については ｢労働｣ も 
｢団体協約10年｣ も, やりとりは詳しく記して
ない｡ というのは, 不況対策が中心となってく
るからである｡ 第 2 回は1929年, 世界恐慌の年
である｡ 組合はそれを充分認識し, 自分たちの
要求を絞った｡ 川崎工場支部からの要求16件, 
小倉支部からの21件, 兵庫支部 2 件, 計39件の
要求を, 要求 7 件, 希望案件 1 , 実施促進 1 件に
絞った｡ 会社側の提案は 5 件であった｡ 組合は
この不況で実現困難な項目を見合わせたのであ
った｡ そのため会議は平穏に推移した｡ 
第 3 回1930年となると, 不況はますます激化














当の労働組合ではない, と考えた｡ だが, この
基準を欧米の組合にあてはめれば, つよい労働
組合ほど ｢本当｣ の組合ではなくなる｡ そして, 
あくまで戦うべしとは, 玉砕をよしとすること
になる｡ それでも日本のように労働市場が企業





















表 2-2 売上高と純利益 ― 東京製綱, 1929-1933年 
年月  売上高 (千円) 指数 純利益金 (千円) 指数 
1929. 12 － 1930. 5 5,822 100 437 100 
1930. 6 － 1930. 11 3,576 61 340 69 
1930. 12 － 1931. 5 3,534 59 245 49 
1931. 6 － 1931. 11 2,773 48 235 48 
1931. 12 － 1932. 5 3,336 57 280 57 
1932. 6 － 1932. 11 3,312 54 286 58  




第 1 , 売上の半減である｡ 1929年12月－1930
年 5 月期は従来の売上や利益レベルをほぼしめ
し, それゆえそれを100とした｡ 1930年以降ほ







24  戦前昭和期の労働組合 ― 厚い中堅層の形成 (2) 
ちろん経験したことがない｡ 当然にそれに対処
するため賃金切り下げなどを提案してくる｡ 







が, とにかくほぼ 8 分の配当であり, この不況
期でも 5 分に落としただけで配当は終始つづけ
た｡ 
この第 2 点は, 第二次大戦後の解雇の環境条
件とは大いに異なる｡ 敗戦直後の混乱期は別と
して, 上場企業で労働組合がある事例では, 解







第 3 回 ｢労働条件委員会｣ すなわち団体交渉
は1930年11月 7 日に開かれた｡ この時期前年に
くらべ売上は 4 割減と激しかった｡ 当然11議案
のうち 9 は会社側の提案で, 労働条件の切り下
げであった｡ ただし, まだ多少の切り下げにと
どまった｡ もちろん会議は最初から紛糾し, 予
定をのばし 5 日間におよんだ｡ その間 ｢会社組
合双方別室での協議を開くこと 6 回, 特別委員
会一回, 協議の展開をはかるため休憩すること
数回, 委員会は以上の困難に遭遇した｣ と ｢労
働｣ は記す (1931年 1 月 p.13)｡ いまそのおもな
協議事項をあげれば, 
1) ｢定期昇給一ヵ年延期｣｡ 会社案は 1 年の 
｢休止｣ であったが, 組合は後年かならず
加算昇給すべしと主張し, ｢延期｣ となっ
たのである｡ この間 4 日かかっている｡ 実
際, 景気回復後の1933年この延期分は回復
され上積みされた｡ 
2) ｢操業短縮｣｡ 会社案は 1 時間短縮であった
が, 結局30分短縮となった｡ 工場により男
女により多少の差異があるが, いま大要を
記した｡ この承認にも 4 日かかった｡ いう
までもなく当時の生産労働者の賃金は時
間給であり, 時間短縮は収入減となる｡ 
3) 交代職場での時間給割増率をこれまでの 2 
割から 1 割とするよう会社側が提案したが, 
組合主張により結局 1 割 5 分となった｡ 
4) ｢皆勤手当の減額｣｡ 不況中皆勤手当を, 日























そのわずか 2 ヶ月後, 人員整理の問題がかか
る｡ その後の経緯は総同盟の ｢労働｣ よりも断
然組合史 ｢団体協約10年｣ がくわしい｡ そして
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としても委員会開催に応じかねる意味の申し入
れをし, その旨会社に申告した｣ (p.92)｡ その





会社案は ｢ 3 割の生産制限｣ で, ｢人員整理
で 1 割｣, ｢時間短縮によって 2 割｣ であった｡｡ 
組合は各支部で役員会を開き, 時間短縮は 8 時
間制で対処し, 人員整理は承認しがたしとの方









退職希望者を含めて川崎, 小倉工場で 5 ％, 兵
庫工場は分工場の整理を考慮し 1 割, ただし, 
解雇手当として規定の金額のほかに, 予告手当




希望者をふくめ 8 ％, 上積みの手当を日給の 3 







第 4 日, 予定の時刻になっても開会のはこび
とならず, 会社, 組合は別室で協議し, そして
内本良吉氏が両方をあっせんし, ついに予定を 
7 時間おくれ開会,  9 時過ぎ会社からの最終案を
組合側も承認した｡ 
妥結結果は, 時間については 1 時間の短縮, 
さらに会社は30分の短縮をすることもできると
し, 人員整理は退職希望者を含み109名とした｡ 
すなわち会社の当初案を 3 割 , ｢最終案｣  を
17％削ったことになる｡ 解雇手当の上積みは組
合案どおり日給の 6 ヶ月分 (こんどは月28日計
算) となった｡ この割増額は会社最終案を 3 分
の 1 強上回った｡ 
それにたいし当時の組合員はどのようにうけ



































なわち, だれが解雇されるか, その人選である｡ 
もし会社側の指名のみであれば, 組合に献身す
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その ｢生産額｣ の推移をみることにする｡ それ
は価格表示だから, 価格の変動分も入っている｡ 









生産額 従業者数 生産額 従業者数 
1928  100  100 
1929 100 72 100 77 
1930 77 66 77 71 
1931 67 65 65 71 
1932 77 68 86 81 
1933 102 74 128 103 





















底の1930, 31年指数71とほぼ 3 割の減少である｡ 
高齢による退職, 自己都合退職もあろうし, こ
のすべてが解雇ではないにしても, まことには















経営志林 第47巻 2 号 2010年 7 月  27 






1929 100 100 
1930 95 90 
1931 90 80 
1932 90 81 
1933 93 83 
1934 94 84 
1935 93 86 
1936 93 87 
出所：賃金指数：大川一司他著 ｢長期経済統
計  8  物価｣ 東洋経済, 1977年, p.108.
の数値を指数にした｡ 
   消費者物価指数：同, p.136. 都市部, 家
賃を含む数値である｡ 
 
たしかに実収賃金は1930年前年より 5 ％減, 
























場は, 平均金額はともかく, 勤続年数別となると, 
かなり遅れた1935年, 1936年時点しかわからない｡ 
それでも解雇手当は勤続によって大きく違うの












あいを掲げた｡ 数値は ｢日本労働運動史料｣ 第
10巻所載 (pp.366-368.) の内務省 ｢退職金積立

























年勤続者をとれば倍近くなる｡  7 ケ月余ほどの
解雇手当が13ケ月余になる｡ ましてや 1 ,  2 年と
いう短期勤続者では,  1 ヶ月余が 7 ヶ月となる｡ 
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28  戦前昭和期の労働組合 ― 厚い中堅層の形成 (2) 
表 2-5 解雇退職手当 ― 製綱労働組合と一般相場 
(日給) 
勤続年数 
東京製綱 内務省民営工場 協調会 
解雇手当 退職手当 解雇手当 退職手当 解雇手当 
－ 1 年未満 25 － 21 12 22 
1 年－ 32 － 28 17 29 
2 年 40 18 39 25 44 
3 年 48 33 53 34 57 
4 年 66 48 69 45 74 
5 年 85 64 86 61 94 
6 年 104 80 105 74 115 
7 年 130 100 128 90 125 
8 年 156 120 146 105 162 
9 年 182 140 163 121 189 
10－14年 286 221 196 147 267 
15－19年 481 370 296 241 417 
20－24年 684 526 432 357  
25－29年 899 691 543 443  
注：東京製綱は男女こみにたいし, 内務省民営工場は, 男女で異なるばあい, 男性の場
合を記す｡ 
  協調会は民営のみである｡ 男女の別がない｡ 
出所：東京製綱の数値は製綱労働組合 ｢団体交渉10年｣ pp.74-5. 
   内務省民営工場の数値は, 日本労働運動史料 第10巻, 所載, 内務省社会局 ｢退
職金積立法案要綱及び資料｣ 1936年｡ 協調会の数値は協調会労働課 ｢退職手当
制度の現状｣ 協調会, 1936年, pp.51-52.間宏 ｢勤続状況と退職手当 日本労務管
理史資料集 雇用管理｣ 第 3 期 9 巻, pp.51-52. 
 
実際に支払った退職手当金額の平均は, 組合
史 ｢団体交渉10年｣ に418円 (p.100) と記され
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告手当 (14日分) をこえた割増は, 日給の15日
分にすぎなかった｡ 別に, 争議の解決にあたり
当時の慣行にしたがい, ｢同情金｣ 5,500円が組










の記述が 4 事例ある｡ うち麻生商店すなわち麻
生炭鉱の事例のみが, なにがしかの資料を提供
する｡ 解決条件は, 解雇者には, 家族持ち60人
に一人あたり17円, 独身者130人に14円の割増
がついた｡ かりに日給を 2 － 3 円として家族も
ちで 6 日から 8 日分, 独身者の日給を 2 円とし
て 7 日分, 製綱労働組合より格段にひくい｡ し












1) 記載なし, あるいはまったく解雇手当なし 
  4事例 




  19円以下 7 
4) 同上 20-99円 7 
5) 同上 100-299円 6 
6) 平均額がわからないが高いともわれる事例 
   4 
 
平均金額がわからないけれど高額とおもわれ


























































































報｣ をみるゆえんである｡ 戦後は ｢労働争議統














機後の1974-78年についてみる｡ 表 2-6 である｡ 
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表 2-6 解雇反対ストライキの比重 ― 戦前, 戦後の比較 
  1930-32 1974-78 
  件数 参加人員 件数 参加人員 
ストライキ計 (a) 2,403 165,473 17,846 9,059,938 
解雇反対ストライキ     
狭義 (b) 476 26,849 270 182,414 
広義 (c) 541 33,599   
割合 ( b / a ％)  19.8 16.2 1.5 2.0 
組合員数 (千人)  354  12,325  
1,000人あたり (a) 6.8 467.4 1.5 735.1 
同 (b) 1.3 75.8 2.2 14.8 
同 (c) 1.5 94.9   
労働者数  4,713    
1,000人あたり (a) 51.9 35.1 48.9 248.5 
同 (b) 10.1 5.7 0.7 5.0 
同 (c) 11.5 7.1   
注： (1) 争議の定義：戦前は ｢同盟罷業｣ すなわちストライキのみ｡ 期間の限定はない｡ 
 戦後は半日以上のストライキを掲げた｡ 
(2) 解雇反対ストライキの ｢狭義｣ とは, 戦前では年によりやや表現が異なる｡ 
 1930年は ｢解雇者の復職要求｣ のみである｡ 他に解雇関連項目がない｡ 
 1931年は ｢解雇者の復職要求｣ と ｢解雇反対｣ を一括してある｡ 
 1932年は ｢解雇者の復職要求｣ と ｢解雇反対｣ をわけて記す｡ 
 上記項目の計を狭義の ｢解雇反対ストライキ｣ とした｡ 
 ｢広義｣ とは上記の項目計に ｢休業反対｣ をも含めたばあいをいう｡ 
(3) 戦前の労働者数はややあやしい｡ ここでは内務省社会局の ｢推定組織率｣ に用いられた数字
をとった｡ やや狭いかもしれない｡ 戦後は労働力調査の ｢雇用者｣ をとっている｡ 



































た｡ だが, ストライキへの参加人員をみる｡ そ
れも組合員1,000人あたりでみる｡ そうすると, 
戦前の467人にたいし, 戦後は735人, はるかに
多い｡ 他方, 解雇反対ストライキをとると, 件
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以上, 雇用減をみるほかあるまい｡ ところが, 
戦前と戦後を連続して雇用をみる統計は, 案外
にとぼしい｡ もっとも連続性が高いのは, 結局, 








そこで前掲表 2-6 の雇用減の数値を重ねて記し, 
戦後と対比することになる｡ 表 2-7 である｡ 
 
表 2-7 雇用の増減の戦前戦後比較 ― 工業統計表 
 工場統計表    工業統計表 
 従業者数 (千人) 指数    従業者数 (千人) 指数 
1928年 2,133 100   1973年 11,961 100 
1929 2,056 72   1974 11,487 96 
1930 1,875 66   1975 11,296 94 
1931 1,842 65   1976 11,173 93 
1932 1,921 68   1977 10,875 91 
1933 2,102 74   1978 10,890 91  
注：戦前の調査対象は, 製造業, 職工 5 人以上事業所｡ 従業者は ｢常傭従業者｣ とある｡ 
  戦後の対象は, 製造業, 従業者20名以上の事業所, 従業者は常用労働者, 個人業主, 















の組合は周知のように当時は ｢総評｣ であった｡ 
他方, もっとも穏健といわれたのは ｢同盟｣ で
あり, その中間が ｢中立労連｣ であった｡ さら




験不足とみられる｡ ほかに ｢新産別｣ もあるが, 
人数があまりに少ないので省いた｡ これらを比
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表 2-8 である｡ 
 
表 2-8 労働団体別解雇反対ストライキの比重 ― 1974-78年, 労働損失日数 
  計 総評 同盟 中立労連 その他 
(1) 労働組合員数 (千人) 12,335 4,426 2,300 1,380 4,573 
(2) 労働損失日数 (千日) 23,727 13,179 1,227 5,412 2,887 
(3) 同上組合員1,000人あたり      
 (日) (2) / (1) 1,925 2,978 534 3,925 631 
(4) 解雇反対ストライキ,      
 労働損失日数 (千日) 509 377 12 37 76 
(5) 同上組合員1,000人あたり      
 (日) (4) / (2) 41.2 85.1 5.2 26.9 16.6 
 解雇反対ストライキの比重 (％) 2.1 2.9 1.0 0.7 2.6 
注： 1) 半日以上のストライキのみをとった｡ 
 2) 1974-78年を合計して算出した｡ 







重がやや高い｡ ｢その他｣ がそれにあたる｡ 組
合員数1,000人あたりのストライキの大きさは, 
労働損失日数でみて631日と ｢同盟｣ の534日に
近く, 他より一段とすくない｡  他は, 総評が
2,978日, 中立労連が3,925日と格段に多い｡ と
ころが, 解雇反対ストライキの比重は, ｢その
他｣ では逆に ｢総評｣ とならび2.6％であって, 














でほぼ4,000日, 総評は3,000日である｡ 他方, 
｢同盟｣ は ｢その他｣ とならびストライキ性向
が低い｡ 同盟が穏健といわれるのは, ストライ
キの数値とあう｡ 
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表 2-9 ストライキ性向 ― 組合員1,000人あたり労働損失日数, 半日以上ストライキ 
(日) 
 総評 同盟 中立労連 その他 
1974 1,141 277 1,867 277 
1975 844 129 2,141 180 
1976 492 93 130 107 
1977 230 25 51 68 
1978 213 18 71 53 
1979 134 21 21 44 
1980 116 28 193 34 
1981 83 11 14 24 
1982 75 10 12 30 
1983 83 9 5 18 
1984 54 6 8 16 
1985 34 3 16 15 
1986 34 5 0.8 3 
1987 17 4 0.7 3 





























か, ということである (小池 ［1976］ p.179.ま




















公平な基準は ｢勤続の逆順 seniority｣ であろう｡ 






















｢希望退職｣ とはいえ ｢肩たたき｣ がある｡ つ
まり実際は会社都合解雇なのだが, 指名解雇よ
りも経営側の人選をよわめる｡ さらに ｢肩たた
きによらない希望退職｣ もある｡ それゆえ, こ
の点をさぐるのは, きわめて肝要であろう｡ な









要するに, 人選の問題は, つぎの 3 区分をさぐ


































如し｣ と (p.64)｡ 団体交渉権はすでに1918年 
(大正 8 年) 富士紡績の争議, さらに1921年 (大




が1923年 (大正12年) 関東大震災がおこり, 労

























せ掲げる｡ 表 2-10である｡ 
 
表 2-10 団体協約締結状況 
年次 
総同盟 内務省社会局 
組合数 協約数 適用組合員数 協約数 適用労働者数 
1924 5 6 405   
1925 2 6 405   
1926 3 4 2,993 14 － 
1927 5 10 3,146 22 － 
1928 5 15 3,189 15 71,981 
1929 7 20 5,575 13 103,349 
1930 8 21 3,821 49 110,000 
1931 10 23 3,669 60 110,000 
1932 13 32 3,970 60 120,000 
1934 20 62 9,418 100 123,000 
1935 23 79 9,043 115 135,034 
1936 25 120 10,780 121 135,941 
出所：総同盟関係は ｢総同盟50年史｣ 第二巻, pp.290-291. 







万 6 千 (まさに内務省社会局の数値をふまえて
いる), それはわが国組織労働者総数の 3 分の 1 , 
そのうち大半は海上労働者層であって, 地上労
働者は 1 万 8 千にすぎず, その大部分は総同盟





そしてさらに ｢年報｣ は総同盟解散直前1939年 













表 2-11 労働協約の普及 
加入上部組合 労働協約数 ％ 
計 121 100 
全日本労働総同盟 55 45.5 
日本労働組合総聯合 11 9.1 
海員組合･海員協会 11 9.1 
日本港湾従業員組合 8 6.6 
日本労働組合総聯盟 6 5.0 
その他 32 26.4 


























 3号：1929年 4 月 5 日, 4p. 
 9号：1930年 1 月 1 日, 4p. 
10号：1930年 2 月15日, 4p. 
11号：1930年 3 月15日, 4p. 
12号：1930年 4 月15日, 4p. 
13号：1930年 5 月15日, 4p. 
14号：1930年 6 月15日, 4p. 
15号：1930 年 7 月15日, 4p. 
16号：1930年 8 月15日, おそらく 2p. のうち p.2 の
み｡ ほとんど広告のみ｡ 





25号：1936円 7 月15日, 2p. おそらくこれが25号の
すべてであろう｡ 編集後記がある｡ 





に 2 / 3 から 8 割, 雇用で 1 / 2 から 7 割であった｡ 
それによって米の労使関係は大きく ｢敵対的｣ な
ものに変貌するのであった｡ 


























であった｡ その点はすでに第 1 章で佐口 ｢1990｣ 
の評価基準をとりあげて議論したので, ここでは
くりかえさない｡ 
  その結果, 製綱労働組合をていねいに観察しな
がら, 肝心のこの解雇問題にたいし, 製綱組合が
解雇人数を会社の最終案より 2 割ほど, 会社の当
初案より 4 割余も削減したこと, また最終の妥結









 6) 戦前の工場統計表は製造業のほかに電気, ガス, 
水道業などを含んでいた｡ ただし, ここで用いる
数字は製造業にかぎる｡ 戦前から1958年までこの
統計を連続させた ｢工業統計50年史 資料編 第
一巻｣ によっている｡ 
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